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1. 研究の背景と目的  

 

80 年代までの再開発事業は，基本的に商業再開発の

時代であった．１）より多くの商業施設を取り入れるこ

とが主な目的とされたため，高容積再開発が中心であっ

た．その結果，周辺の環境に十分配慮できていない高層

ビルが各地で建設された．また，ビル内での経営は賃料

や管理費等がかさむため，地元商業者は営業が困難にな

り，代わりに高収益テナントが入ることが多かった．久

保ら２)は営業権利者の動向を調べた上で，廃業や事業継

続の実態を分析した． 

また，90 年代に入ると，バブル経済の崩壊やモータ

リゼーションの進展による駅の集客力の衰えを背景に，

ビル床の空きが，再開発事業の破綻が各地で起こった
１）．それに対し，早乙女ら３)はキーテナント撤退後の空

床発生の傾向や問題点を明らかにし，管理機関と自治体

が適切に空床を利用することを提案している． 

このような背景から，今後は，地域特性に合致した

規模の再開発事業を実施する必要がある． 

そこで本研究では，はじめに市街地再開発事業の特性

の把握を行った．次に事業規模，事業内容，立地特性の

観点から既存の再開発事業の類型化を行い，それぞれの

傾向の抽出を行った．  

 

2. 分析データについて  

 

本研究では，「日本の都市再開発 第5集」４）に掲載さ

れているデータを用いた．平成6年4月から平成11年3月

までに事業完了となった122地区を分析対象事業とした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 再開発事業の特性分析 

 

本章では，主な 26 項目の変数を選択し，分散分析を

行った．表１に，事業地区のタイプ別に各特性の平均値

と分散分析による判定結果を示した．分散分析により事

業地区のタイプによって違いがあると判定されたものは

「＋」と表示した．また，事業地区のタイプの区分けは，

「日本の都市再開発 第 5集」４）によるものである． 
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表１.事業地区タイプごとの特性 
商業

集積地
業務地 住商

混合地
住工

混合地
分散分析
の結果

建築面積（万㎡） 0.5 0.3 0.4 0.8
建築敷地面積（万㎡） 0.6 0.5 0.6 1.3
地区面積（万㎡） 1.1 0.8 0.9 1.7
建築延面積（万㎡） 4.6 3.7 3.3 6.4
工事費（億円） 171.8 176.8 103.3 196.7
事業費合計（億円） 277.6 249.7 151.5 243.9
保留床処分金（億円） 145.5 55.3 66.4 65.1
調査設計計画費（億円） 8.8 7.9 6.1 7.0
処分価格/㎡(億円/㎡） 8.8 5.6 5.8 5.4
従前地価平均（億円） 33.1 32.2 11.5 9.4 +
容積率（％） 598.2 582.9 469.0 433.2 +
公共用地割合（％） 27.7 25.3 22.9 26.2
道路割合（％） 25.7 22.1 21.6 21.6
補償費/事業費合計 0.2 0.1 0.2 0.1
一般補助金/事業費合計 0.2 0.2 0.2 0.2
民有地割合（％） 60.6 46.0 70.8 73.8 +
工事費/事業費合計 0.7 0.8 0.7 0.8
建ぺい率（％） 75.5 64.1 67.3 54.6 +

タイプ
特性

 
表２ 因子負荷量 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

建築面積 ＋＋
建築敷地面積 ＋＋
地区面積 ＋＋
建築延面積 ＋＋
工事費 ＋
事業費合計 ＋
保留床処分金 ＋
調査設計計画費 ＋
処分価格/㎡ ＋＋
従前地価平均 ＋＋
容積率 ＋
公共用地割合 ＋＋
道路割合 ＋＋
補償費/事業費合計 ＋＋
業務地（ダミー） ＋
一般補助金/事業費合計 －
民有地割合 －
工事費/事業費合計 －－
建ぺい率 －
商業地（ダミー） －
 固有値 8.84 3.38 2.44 1.80 1.21 1.05
 寄与率 25.10% 15.15% 8.65% 8.36% 4.86% 4.72%

変数 因子

 

 

 

+＋：0.8 以上 

 + ：0.5 以上 

－－：0.8 以下 

 － ：0.5 以下 



これより，従前地価平均・容積率・民有地割合・建

蔽率は地区のタイプにより違いがあるが，その他はあま

り違いがないということがわかった．この結果は，事業

を行う地方により，値にばらつきが出ることが原因であ

ると考えられる． 
 

4. 市街地再開発事業の類型化  
 

本章では主な 28 項目の変数を選択し，因子分析

とクラスター分析を適応し，分析の対象は，全て

のデータが揃った 75 地区とした．  

ここでは，寄与率の比較的高い 4 つの因子の解

釈を行う．  

表２より，各因子付加量を見ると，第１因子は

再開発事業の規模（特に面積規模）を表す因子，

第２因子は高層型及び低層型を表す因子，第３因

子は，公共型及び民間型を表す因子，第４因子は，

資金面での効率性を表す因子と解釈することがで

きる．  

因子分析により算出された因子得点散布図を図

２に示した．また，クラスター分析による類型を

凡例マーカーにより示した．  

クラスター分析によって得られた情報を参考に，

図２のように①～④のセグメントを行った．各セ

グメントの名称と主な特性を表３，表４に示した． 

低層再開発であるセグメント③，④は高層再開

発であるセグメント①，②に比べて床処分価格が

低価格である．この要因として，第一に従前地価

が比較的安いことが挙げられる．また，床処分に

よる負担を減らすという観点から，一般補助金割

合が高いことも第二の要因として考えられる．こ

れは，表２における因子２の負荷量の関係からも

説明することができる．  

容積率 /建蔽率で平均階数を算出すると，「低

層・低容積再開発」は高層ビルが多い都心の再開

発よりも周辺の建物が低い地方の再開発でより必

要とされていることがわかる．そこで，東京・神

奈川を除いた 52 地区の平均階数を算出すると，低

層再開発とは言い切れない．よって，より身の丈

に合った再開発を追及する必要があると言える． 
 
5. まとめ  
 
本研究では，平成 6年 4月から平成 11年 3月まで 

に事業完了となった市街地再開発事業について，事

業規模，事業内容，立地特性の観点からクラスター

分析及び因子分析を用いてセグメントを行った． 

今後の課題として，地域にあった適切な事業規模 
（容積率）について検討する必要がある． 
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図２ 再開発事業のセグメントごとの特性 

 
表３ セグメント別平均値 

単位 ① ② ③ ④

地区数 8 11 52 3
人口 万人 107.8 93.7 44.5 23.0
地区面積 万㎡ 2.2 1.1 0.8 2.7
公共用地割合 ％ 25.7 25.1 24.1 18.1
民有地割合 ％ 69.8 64.7 66.1 80.0
建築敷地面積 万㎡ 1.3 0.7 0.5 1.9
建築面積 万㎡ 0.9 0.5 0.4 1.2
建築延面積 万㎡ 11.5 5.7 2.6 7.7
建蔽率 ％ 66.9 68.2 71.0 60.8
容積率 ％ 766.1 716.8 455.5 331.1
従前地価平均 万円/㎡ 452.0 411.0 106.6 77.2
事業費合計 億円 837.7 327.2 110.4 311.3
一般補助金/㎡ 億円/㎡ 5.1 5.8 6.3 5.0
一般補助金/事業費合計 ％ 9.3 17.2 21.6 25.3
保留床処分金/事業費合計 ％ 60.2 50.2 38.8 45.2
調査設計計画費/事業費合計 ％ 2.7 3.4 5.2 4.2
土地整備費 億円 8.2 3.8 1.0 1.3
補償費/事業費合計 ％ 24.7 13.2 18.2 25.2
工事費 百万円 516.8 243.7 73.5 212.4
工事費/事業費合計 ％ 62.7 75.9 68.6 64.3
処分価格/㎡ ㎡ 1,198.5 1,195.0 469.1 438.9

セグメント

 
 

表４ セグメントの特徴 
セグメント名 名称 地区数 平均階数
セグメント１ 都心・高層・大規模型 8 11.4
セグメント２ 都心・高層型 11 10.5
セグメント３ 地方・低層・小規模型 52 6.4
セグメント４ 地方・低層・民間型 3 5.4  


